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平成 26 年試験

論 文 式 試 験 問 題

会 計 学〔午後〕

1　試験開始の合図があるまで，この問題冊子や筆記用具に触れないで下さい。触れた場合は，
不正受験とみなすことがあります。
2　試験中，使用が認められたもの以外は，すべてかばん等にしまい，足元に置いて下さい。衣類
のポケット等にも入れないで下さい。試験中，使用が認められているものは，次のとおりです。
筆記用具，修正液（修正テープ），算盤又は電卓（基準に適合したものに限る。），定規，ホッ 
チキス及び時計（通信機能を有するものを除く。）
使用が認められたもの以外のものを机上に出している場合は，不正受験とみなすことがありま

す。試験中においても，試験官が必要と認めた場合には，携行品の確認をすることがあります。
3　携帯電話等の通信機器の取扱いについては，試験官の指示に従って下さい。指示に従わない
場合は，不正受験とみなすことがあります。
4　試験官の指示に従わない場合，また，周囲に迷惑をかける等，適正な試験の実施に支障を来
す行為を行った場合は，不正受験とみなすことがあります。
5　不正受験と認めた場合，直ちに退室を命ずることがあります。
6　試験時間は 3時間です。
7　試験開始の合図により，試験を始めて下さい。
8　試験問題，答案用紙及び試験用法令基準等は必ず机上に置いて下さい。椅子や机の下等には
置かないで下さい。
9　この問題冊子は， 1頁から 19 頁までとなっています。試験開始の合図の後，まず頁を調べ
て，印刷不鮮明，落丁等があれば黙って挙手し，試験官に申し出て下さい。
10　答案用紙は問題冊子の中ほどに挿入してあります。
11　答案は配付した答案用紙の所定欄に直接記載し，欄外には記載しないで下さい。答案作成に
当たっては，ボールペン又は万年筆（いずれも黒インクに限る。）を使用して下さい。
12　受験番号シールは，試験開始の合図の後，各答案用紙の左上の所定欄に貼付して下さい。各
問の答案用紙が複数枚のものについては， 1枚目だけでなく， 2 枚目以降にも受験番号シール
を貼付して下さい。受験番号シールが貼付されていない場合は，答案が採点されません。
13　答案用紙は必ず切り取り線で切り離したうえで提出して下さい。各問の答案用紙が複数枚の
ものについても，ホッチキスで留めたりせず，必ず切り離した状態で提出して下さい。
14　問題に関する質問には一切応じません。
15　試験開始後 60 分間及び試験終了前 10 分間は，答案用紙の提出及び試験室からの退室はでき
ません。それ以外の時間に中途退室する場合には，必ず挙手し，試験官が答案用紙を受け取り
確認するまで席を立たないで下さい。
16　試験中，やむを得ない事情で席を離れる場合は，挙手のうえ試験官の指示に従って下さい。
17　試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き，答案用紙を裏返して下さい。試験終了後
に，答案用紙や筆記用具に触れた場合は，不正受験とみなすことがあります。試験官が答案用
紙を集め終わり，指示するまで絶対に席を立たないで下さい。
18　問題冊子，試験用法令基準等は，試験終了後，持ち帰ることができます。
　　　なお，中途退室する場合には問題冊子，試験用法令基準等の持ち出しは認めません。問題冊
子，試験用法令基準等が必要な場合は，各自の席に置いておきますので，試験終了後，速やか
に取りに来て下さい。

注 意 事 項
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（会　計　学）
第　 3　問

第3問から第 5問まで

時　間　　　　 3時間
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〔午前〕とあわせ

満点 　　300 点
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（60 点）

先斗町商事株式会社（以下，Ｐ社とする）は東雲工業株式会社（以下，Ｓ社とする）およびオー

スティン株式会社（以下，Ａ社とする）を連結子会社，烏丸産業株式会社（以下，Ｋ社とする）を

持分法適用となる関連会社とし，連結財務諸表を作成している。そこで，Ｘ3年度（Ｘ3年 4月

1 日からＸ4年 3 月 31 日まで）の連結財務諸表および財務諸表の作成に関する〔資料Ⅰ〕から

〔資料Ⅶ〕に基づき，〔資料Ⅵ〕および〔資料Ⅶ〕の①～⑯に記載すべき金額を答案用紙に記入しな

さい。

〔解答上の留意事項〕

1．金額の計算において端数が生じる場合には，最終数値の千円未満を四捨五入すること。

2．解答にあたっては，「△」等の符号は不要である。

3．各社の決算日は毎年 3月 31 日である。

4．のれんは発生年度の翌年度から 10 年間にわたって償却を行う。負ののれんは発生年度の利益

として処理する。

5．貸倒引当金については考慮する必要はない。

6．在外子会社の収益および費用の換算については，「外貨建取引等会計処理基準」の原則的な方法

による。

7．平成 25 年改正の企業会計基準第 22 号の早期適用は行わない。

〔資料Ⅰ〕　為替相場に関する事項

年月日 為替相場 備考

Ｘ2年 3月 31 日 　95 円／ドル Ａ社株式取得日

Ｘ2年 4月 1日 　96 円／ドル Ａ社への機械装置売却日

Ｘ2年 6月 30 日 　98 円／ドル 前期のＡ社の配当実施日

Ｘ3年 1月 31 日 103 円／ドル Ｘ社株式取得日

Ｘ3年 3月 31 日 101 円／ドル 前期決算日

Ｘ3年 6月 30 日 　98 円／ドル 当期のＡ社の配当実施日

Ｘ4年 3月 31 日 105 円／ドル 当期決算日

Ｘ2年 4月 1日～Ｘ3年 3月 31 日 　97 円／ドル 前期期中平均

Ｘ3年 4月 1日～Ｘ4年 3月 31 日 102 円／ドル 当期期中平均

問 1



2223240826 Ｍ2―7平成26年論文式会計学〔午後〕

平成26年論文式会計学〔午後〕

平
成
26
年
論
文
式
会
計
学
〔午
後
〕

2

〔資料Ⅱ〕　関係会社株式の取得に関する事項

1．Ｓ社株式の取得に関する事項

Ｐ社は，Ｘ2年 3月 31 日にＳ社の発行済株式の 80 ％を 3,452 千円で取得した。支配獲得時の

Ｓ社の土地（簿価 600 千円）の時価は 2,000 千円であり，その他の資産および負債の時価は簿価と

等しかった。支配獲得時のＳ社の純資産の内訳は，資本金，利益剰余金およびその他有価証券評

価差額金のみであり，資本金は設立以来 2,000 千円である。Ｘ2年度の利益剰余金期首残高は

1,000 千円，剰余金の配当は 500 千円，当期純利益は 900 千円であった。

2．Ａ社株式の取得に関する事項

Ｐ社は，Ｘ2年 3 月 31 日にＡ社の発行済株式の 75 ％を 82 千ドルで取得した。支配獲得時の

Ａ社の資産および負債の時価は簿価と等しかった。支配獲得時のＡ社の純資産の内訳は，資本金

と利益剰余金のみであり，資本金は設立以来 80 千ドルである。Ｘ2年度の利益剰余金期首残高

は 16 千ドル，剰余金の配当は 4千ドル，当期純利益は 8千ドルであった。

3．Ｋ社株式の取得に関する事項

Ｐ社は，Ｘ1年 3月 31 日にＫ社の発行済株式の 20 ％を 500 千円で取得した。株式取得時のＫ

社の資産および負債の時価は簿価と等しかった。株式取得時のＫ社の純資産の内訳は，資本金

1,500 千円，利益剰余金 600 千円のみであった。株式取得時以降，資本金の増減はないが，利益

剰余金の増減は以下のとおりである（単位：千円）。

Ｘ1年度 Ｘ2年度 Ｘ3年度

利益剰余金期首残高 600 720 　　920

剰余金の配当 400 400 　　400

当期純利益 520 600 　　560

利益剰余金期末残高 720 920 1,080

〔資料Ⅲ〕　税効果会計に関する事項

1．税効果会計は以下の事項にのみ適用し，実効税率は各社とも毎期 40 ％である。

①　投資有価証券の時価評価

②　子会社の資産および負債の時価評価

③　未実現利益（棚卸資産および機械装置に係るもの）の調整

2．繰延税金資産の回収可能性については問題がないものとする。

3．繰延税金資産と繰延税金負債は長短区分にかかわらず相殺し，純額で繰延税金負債として表示

する。

4．現行の法人税法等の規定と異なるところがあっても本問の指示に従うこと。



2223240826 Ｍ2―9平成26年論文式会計学〔午後〕

平成26年論文式会計学〔午後〕

平
成
26
年
論
文
式
会
計
学
〔午
後
〕

3

〔資料Ⅳ〕　各社の保有する投資有価証券（すべてその他有価証券）に関する事項

保有会社 銘柄 取得価額 前期末時価 当期末時価 備考

Ｐ社 Ｘ社株式 30 千ドル 35 千ドル 38 千ドル 注 1

Ｓ社 Ｙ社株式 1,000 千円 1,600 千円 1,800 千円 注 2

Ｋ社 Ｚ社株式 2,000 千円 2,500 千円 2,600 千円 注 3

（注 1）　Ｘ3年 1月 31 日に購入したものである。

（注 2） 　Ｘ1年 3月に購入したものである。Ｘ2年 3月 31 日の時価は 1,500 千円であった。

（注 3）　Ｘ3年 1月に購入したものである。

〔資料Ⅴ〕　連結会社間取引に関する事項

1．商品売買に関する事項

Ｓ社はＰ社から商品を仕入れ，連結外部に販売を行っている。Ｓ社とＰ社との商品売買取引は

掛によってなされ，後日現金で決済を行っている。

Ｐ社のＳ社に対する売掛金は以下のとおりである（単位：千円）。

当期首残高 売上 回収 当期末残高

500 3,600 2,400 1,700

Ｓ社のＰ社に対する買掛金は以下のとおりである（単位：千円）。

当期首残高 仕入 支払 当期末残高

400 3,100 2,500 1,000

Ｘ4 年 3 月 30 日にＰ社からＳ社に商品を販売したが，決算日までにＳ社に到着していなかっ

たので仕入計上していないものが（　？　）千円ある。なお，期首には商品の未達はなかった。

Ｘ4年 3 月 31 日にＳ社からＰ社に買掛金の代金を振り込んだが，Ｐ社への入金は翌日となっ

たため回収処理していないものが（　？　）千円ある。当期首にも同様に決済の未達となっている

ものが（　？　）千円あった。

Ｓ社の棚卸資産のうち，Ｐ社から仕入れたものは前期末 400 千円，当期末 500 千円（未達分を

含んでいない）であった。Ｐ社のＳ社向け売上高利益率は，前期および当期ともに 20 ％であっ

た。

2．固定資産の売却に関する事項

Ｐ社は，Ｘ2年 4 月 1 日に機械装置（簿価 810 千円）を 10 千ドルでＡ社に売却した。Ａ社は，

当該機械装置を耐用年数 5年，残存価額ゼロの定額法で減価償却を実施している。
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〔資料Ⅵ〕　Ｘ3年度の要約個別財務諸表（Ａ社の金額単位は千ドル，その他の金額単位は千円）

1．損益計算書

科目 Ｐ社 Ｓ社 Ａ社

売上高 18,750 8,500 81

売上原価 12,680 5,800 54

販売費及び一般管理費 　2,480 1,430 　8

受取配当金 　1,160 　　200 －

その他の損益 　2,810 　　570 　3

当期純利益 　1,940 　　900 16

2．株主資本等変動計算書（利益剰余金のみ）

科目 Ｐ社 Ｓ社 Ａ社

利益剰余金当期首残高 3,740 1,400 20

剰余金の配当 1,200 　　700 　4

当期純利益 1,940 　　900 16

利益剰余金当期末残高 4,480 1,600 32

3．貸借対照表

科目 Ｐ社 Ｓ社 Ａ社

売上債権 5,250 1,040 73

商品 3,420 　　940 54

土地 2,000 　　600 －

機械装置＊ 2,800 　　500 14

投資有価証券 ？ ？ －

関係会社株式 ① － －

繰延税金負債 ？ ？ －

その他の資産負債 ？ ？ 29

資本金 8,000 2,000 80

利益剰余金 4,480 1,600 32

その他有価証券評価差額金 ② ？ －

＊機械装置は，減価償却累計額を直接控除している。
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〔資料Ⅶ〕　Ｘ3年度の要約連結財務諸表（金額単位：千円）

1．連結損益計算書

科目 金額

売上高 ③

売上原価

販売費及び一般管理費

受取配当金 ④

持分法による投資利益 ⑤

その他の損益

少数株主利益

当期純利益

2．連結包括利益計算書

科目 金額

少数株主損益調整前当期純利益

その他有価証券評価差額金 ⑥

為替換算調整勘定 ⑦

持分法適用会社に対する持分相当額 ⑧

包括利益

3．連結貸借対照表（一部）

科目 金額

売上債権 ⑨

商品 ⑩

機械装置＊ ⑪

のれん ⑫

繰延税金負債 ⑬

その他有価証券評価差額金 ⑭

為替換算調整勘定 ⑮

少数株主持分 ⑯

＊機械装置は，減価償却累計額を直接控除している。
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次の各問に答えなさい。

⑴　ファイナンス・リース取引に係るリース資産およびリース債務の当初認識時の測定について

は，①リース料総額の割引現在価値を重視する考え方と，②貸手の購入価額または借手の見積現

金購入価額を重視する考え方がある。それぞれの考え方について説明しなさい。

⑵　のれんの会計処理方法としては，その効果の及ぶ期間にわたり「規則的な償却を行う」方法と，

「規則的な償却を行わず，のれんの価値が損なわれた時に減損処理を行う」方法が考えられる。後

者の方法における理論的な問題点を説明しなさい。

問 2
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（会　計　学）
第　 4　問

第3問から第 5問まで

時　間　　　　 3時間
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外貨表示財務諸表項目の換算に関する以下の問に答えなさい。ただし，解答にあたって下記

の用語を使用する場合には，略称を用いること。

用語 略称

取引日レート ＨＲ

期中平均レート ＡＲ

決算日レート ＣＲ

⑴　下記の文章の空欄にあてはまる用語を答えなさい。

わが国の「外貨建取引等会計処理基準」は，昭和 54 年の公表以来，在外支店の外貨表示財

務諸表について，貨幣項目の換算に関しては（　ａ　）法に（　ｂ　）法を加味した考え方，非

貨幣項目の換算に関しては（　ｃ　）法の考え方を採用してきた。したがって，回収期限が決

算日の翌日から起算して一年を超える金銭債権の換算については（　ｄ　），それ以外の金銭

債権の換算については（　ｅ　）を換算レートとして適用していた。これに対して，平成 11

年の改訂では，外貨額では時価の（　ｆ　）を負わないので時価評価の対象とならないもので

あっても，円貨額では為替相場の（　ｆ　）を負っていることを重視し，在外支店の外貨建金

銭債権については（　ｂ　）法による区分を設けないこととした。

⑵　わが国における外貨表示有形固定資産の処理を例にとって，（　ａ　）法と比べて（　ｃ　）法が

合理的とされる理由を説明しなさい。

問 1



2223240826 Ｍ2―19平成26年論文式会計学〔午後〕

平成26年論文式会計学〔午後〕

平
成
26
年
論
文
式
会
計
学
〔午
後
〕

8

近年においては負債の時価ないし割引価値による評価が主張されることもある。これに関連

して下記の問に答えなさい。

⑴　『討議資料　財務会計の概念フレームワーク』「財務諸表における認識と測定」では，負債につ

いて複数の割引価値が定義されている。このうち自社が発行した社債の市場価格を推定する際に

用いられる割引価値の定義を示しなさい。

⑵　自社の倒産可能性が前期末より高まった場合に，⑴で定義した割引価値による評価を当期末の

財務諸表に反映したとすると，期間利益にどのような影響を及ぼすと考えられるか，簡潔に説明

しなさい。ただし，評価差額を純資産の部に直入する処理については言及しなくてもよい。

問 2
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子会社株式取得時における資本連結手続上，のれんが発生する理由，のれんが一時差異とな

る理由，のれんに対し税効果を認識しない理由，をそれぞれ述べなさい。

問 3
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わが国の退職給付会計は，平成 10 年に「退職給付に係る会計基準」（平成 10 年会計基準 ) が

公表された後，数度の改正を経て，平成 24 年公表の「退職給付に関する会計基準」（企業会計

基準第 26 号）によって現在の規定に至っている。これに関連して，次の問に答えなさい。

⑴　平成 10 年会計基準では，数理計算上の差異及び過去勤務費用を平均残存勤務期間以内の一定

の年数で規則的に処理することとし，費用処理されない部分（未認識数理計算上の差異及び未認

識過去勤務費用）については貸借対照表に計上せず，これに対応する部分を除いた，積立状況を

示す額を負債（又は資産）として計上することとしていた。しかし，企業会計基準第 26 号では，

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を，税効果を調整の上，その他の包括利益を通

じて純資産の部（その他の包括利益累計額）に計上することとし，積立状況を示す額をそのまま負

債（又は資産）として計上する。

①　この変更は，国際的な会計基準とのコンバージェンスもその改正の目的の一つとされている

が，これ以外の理由を述べなさい。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用については，平均残存勤務期間以内の一定の年数で按分

した額を毎期費用として処理する。その理由を説明しなさい。

⑵　退職給付見込額の期間帰属について，国際会計基準第 19号は， Ａ 基準を原則的な方法

として規定している。それに対して，企業会計基準第 26 号は，継続適用を条件として Ａ

基準または Ｂ 基準の選択適用を認めている。わが国の会計基準が Ｂ 基準も認め

ている理由を，無形固定資産の償却との共通点に着目しながら説明しなさい。

問 4
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25 年のキャリアを持つ公認会計士のＯ先輩とキャリアが 3年のＰ後輩は，Ｏ先輩が公認会計士を

目指して勉強していた頃の会計基準および会計の考え方とＰ後輩が勉強した現代のものとでは，どこ

が異なるのかという会話を行っている。以下の【会話の概要】と，それに関連する〔資料Ⅰ〕～〔資料

Ⅳ〕に基づいて， 問 1 ～ 問 6 の設問に答えなさい。

【会話の概要】

Ｏ先輩：   会計基準は，この 15 年ほどで大きく変わったよね。我々の受験時代は，企業会計の理論

的構造の基礎的前提である会計公準を勉強した後で，それに立脚した具体的な行為規範また

は行動指針を示す企業会計原則の勉強をしていたものだよ。企業会計原則は，資源配分や経

営者の受託責任の解明といった社会的規範としての役割を持ち，その源泉を（　Ａ　）に求め

ていたよね。また，会計主体論についてもよく勉強した記憶がある。現代企業は多面的な存

在なので，会計の基本的立場としては資本主説とエンティティ説の二者択一をすべきではな

いということなのかな。

Ｐ後輩：   私は，主に財務会計の概念フレームワークの勉強をしました。概念フレームワークは，

（　Ｂ　）が基礎をなし，会計情報の質的特性，財務諸表の構成要素，財務諸表における認識

と測定などが（　Ｂ　）から論理的に導かれているものと習いました。会計主体論とは，企業

の所有関係の側面からみた資本主説と社会的機能の側面からみたエンティティ説についての

ことですね。

Ｏ先輩：   我々が習った会計公準と企業会計原則を用いて，取得原価基準を説明してみるね。資産

は，取得のために犠牲に供された財貨または用役の価額，すなわち取得原価で測定された後

に，その費消額の個別的または期間的な対応計算ならびに費用配分が行われる。そうするの

は，継続企業あるいは会計期間の公準が前提となっているからだと教わったものだよ。そう

言えば，引当金もいろいろな種類があって，その解釈が日本基準と国際的な会計基準とでは

違うものがあるそうだね。

Ｐ後輩：   はい，そのようで，現在，勉強中です。固定資産の減損処理については，取得原価基準の

下で行われる帳簿価額の臨時的な減額として理解しています。事業用の固定資産は，取得原

価から減価償却累計額等を控除した金額で評価され，その収益性が当初の予想よりも低下し

た場合には，資産の回収可能性を帳簿価額に反映させなければなりません。国際的な会計基

準では，原始取得原価のうち，まだ収益に賦課されてない額を示す未償却原価は，資産価値

の測定を行う上で重要な意味を持たなくなってきていると思われます。

Ｏ先輩：   その未償却原価は，配分としての意味を持つわけだね。取得原価基準の本質が，名目上の

取得原価で据え置くことにあるという考え方から，回収可能な原価だけを繰り越そうとする

ア

イ

ウ

エ

（会　計　学）
第　 5　問

第3問から第 5問まで

時　間　　　　 3時間

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

〔午前〕とあわせ

満点 　　300 点

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

（70 点）
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考え方に変わってきていることにも関連しているわけだね。これも国際的な会計基準とのコ

ンバージェンスを考慮してのことだろうけど，今一度，取得原価についての勉強が必要だと

思う。

Ｐ後輩：   時価測定が多く採用され，包括利益の計算も行うようになりました。

Ｏ先輩：   包括利益は，所有者との取引を除く純資産の期間変動額によって計算されるというのは分

かるけれど，それって貸借対照表での計算を主に考えているということだろうか？

Ｐ後輩：   討議資料「財務会計の概念フレームワーク」を読むと，包括利益の計算が必要になったから

と言って，貸借対照表と損益計算書の関係に主従は存在しないと理解できます。

Ｏ先輩：   財務諸表の多くの部分については，見積り，判断およびモデルに基づいていると言えるよ

ね。そこでは，費用・損失の早期・弾力的な計上を行っていて，費用と負債の早期の予測計

上，費用と資本の早期の予測計上，あるいは資産と負債の早期の両建て計上などが行われて

いる。温故知新ではないけれど，新旧の会計基準を検討することは，会計の本質的な考え方

を理解する上では有用だということが，君との会話で再確認できたよ。本当にありがとう。

Ｐ後輩：   こちらこそ，ありがとうございました。たいへん勉強になりました。

オ

カ
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〔資料Ⅰ〕

討議資料「財務会計の概念フレームワーク」に基づいた包括利益と純利益の関係

＝各記号の説明＝　＊括弧には，適当な語を補って考えること。

Ａ：過年度の（　）利益のうち，報告主体の所有者に帰属する部分で当期に投資のリスクから

解放された部分

Ｂ：当期中の（　）利益のうち，報告主体の所有者に帰属する部分で投資のリスクから解放さ

れている部分

Ｃ：過年度の（　）利益のうち，報告主体の所有者以外に帰属する部分で当期に投資のリスク

から解放された部分

Ｄ：当期中の（　）利益のうち，報告主体の所有者以外に帰属する部分で投資のリスクから解

放されている部分

Ｅ：当期中の（　）利益のうち，投資のリスクから解放されていない部分

投資のリスク
から未解放

投資のリスク
から解放

報告主体の所有者に帰属 報告主体の 
所有者以外に帰属

Ｄ

Ｅ

Ｂ

Ａ Ｃ
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〔資料Ⅱ〕

　連結貸借対照表 20Ｘ1 年 3 月 31 日 20Ｘ2 年 3 月 31 日 （単位：円）

　資産の部

　現金及び現金同等物 　　320,000 　　240,000

　売掛金 　　480,000 　　580,000

　商品 　　827,000 　　977,000

　短期貸付金 　　　98,000 　　298,000

　未収利息 　　　　1,000 　　　　3,000

　前払営業費 　　　90,000 　　115,000

　　流動資産合計 1,816,000 2,213,000

　有形固定資産 1,597,000 1,986,000

　減価償却累計額 　　（340,000） 　　（450,000）

　　資産合計 3,073,000 3,749,000

　負債及び純資産の部

　負債の部

　買掛金 　　330,000 　　390,000

　未払利息 　　　10,000 　　　13,000

　未払法人税等 　　　11,000 　　　12,000

　前受家賃 　　　60,000 　　　45,000

　　流動負債合計 　　411,000 　　460,000

　長期借入金 　　850,000 　　975,000

　　負債合計 1,261,000 1,435,000

　純資産の部

　資本金 　　625,000 　　730,000

　利益剰余金 1,187,000 1,584,000

　　純資産合計 1,812,000 2,314,000

　　負債及び純資産合計 3,073,000 3,749,000
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連結損益計算書　　　　　20Ｘ1 年 4 月 1 日～ 20Ｘ2 年 3 月 31 日　（単位：円）

売上高 　　　6,000,000

売上原価 　　　3,900,000

販売費及び一般管理費

（減価償却費を除く） 　　　1,480,000

減価償却費 　　　　　110,000

受取利息 　　　　　　10,000

受取家賃 　　　　　180,000

支払利息 　　　　　　80,000

法人税等 　　　　　130,000

　当期純利益 　　　　　490,000

資産及び負債の増減表　　20Ｘ1 年 4 月 1 日～ 20Ｘ2 年 3 月 31 日　（単位：円）

　資産の増減

　　現金及び現金同等物 （　　　　①　　　　）

　　売掛金 （　　　　　　　　　）

　　（　　　　　　　　） （　　　　　　　　　）

　　（　　　　　　）利息 （　　　　②　　　　）

　　前払営業費 （　　　　　　　　　）

　　有形固定資産 （　　　　　　　　　）

　　　資産増加額 （　　　　　　　　　）

　負債の増減

　　（　　　　　　　　） （　　　　③　　　　）

　　（　　　　　　）利息 （　　　　　　　　　）

　　未払法人税等 （　　　　　　　　　）

　　前受家賃 （　　　　　　　　　）

　　　負債増加額 （　　　　④　　　　）

　　当期純利益 　　490,000
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〔資料Ⅲ〕

甲社での退職給付規程の改訂時の退職給付見込額

〔資料Ⅳ〕

乙社では確定給付年金制度を採用しており，第 1期首に入社した従業員Ｈは，第 30 期末まで 30

年間勤務した後に退職する予定である。退職時に，Ｈに対する退職一時金はなく，企業年金からの

退職年金が支給される。

第 21 期末，第 25 期末および第 26 期末の「退職給付費用と退職給付引当金の勘定分析」を完成さ

せるために必要な資料は以下のとおりである。発生した数理計算上の差異と過去勤務費用は，それ

ぞれ発生した期より 4年と 3年で按分した額を毎期費用処理する。なお，計算にあたっては，小数

点第 1位を四捨五入すること。

退職給付見込額（入社時）：30,000,000 円

退職給付見込額の期間帰属額の算定方法：期間定額基準

割引率： 3％

掛金拠出額（期末支出）：300,000 円／年

期待運用収益率： 4％

第 20 期末の年金資産の公正な評価額：8,260,691 円

第 25 期首の年金資産の公正な評価額：10,937,779 円

第 24 期末に変更された期待運用収益率： 2％

第 25 期末の年金資産の公正な評価額：11,544,037 円

第 26 期末に規程の改訂によって変更されたことによる退職給付債務の増加額：3,000,000 円

Ｅ
Ｂ

Ｃ

Ｄ

入社

Ａ

10 年 
退職給付規程の改訂時

25 年 
受給権獲得

30 年
退職

※個々の従業員ごとに計算した場合の退職給付見込額を示している。
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〔退職給付費用と退職給付引当金の勘定分析〕

＊括弧には，適当な金額等を補って考えること。

第 21 期末

退職給付費用　　（第 21 期）

勤務費用　（　　　） 期待運用収益　（　　　）

利息費用　446,456

退職給付引当金　　（第 21 期）

（前期末）　年金資産　8,260,691
（前期末）　退職給付債務　14,881,878

期待運用収益　（　Ａ　）

拠出した掛金　300,000
勤務費用　（　Ｂ　）

利息費用　（　　　）

第 25 期末

退職給付費用　　（第 25 期）

勤務費用　862,609
期待運用収益　（　　　）

数理計算上の差異費用　（　Ｃ　）

利息費用　（　　　）

退職給付引当金　　（第 25 期）

（前期末）　年金資産　10,937,779

（前期末）　退職給付債務　20,099,622

期待運用収益　（　　　）

数理計算上の差異費用　（　　　）

拠出した掛金　300,000

勤務費用　（　　　）

利息費用　（　　　）

（Ｄ）
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第 26 期末

退職給付費用　　（第 26 期）

勤務費用　888,487

期待運用収益　（　　　）
数理計算上の差異費用　（　　　）

利息費用　（　　　）

［　　　］　（　　　）

退職給付引当金　　（第 26 期）

（前期末）　年金資産　11,478,411

（前期末）　退職給付債務　21,565,220期待運用収益　（　　　）
数理計算上の差異費用　（　　　）

拠出した掛金　300,000

勤務費用　（　　　）

利息費用　646,957

（　　　　Ｅ　　　　）

下線部アに関連して，以下の問に答えなさい。

⑴　連結財務諸表の作成には，親会社説と経済的単一体説の 2つの考え方がある。経済的単一体説

について，①会計情報は誰のために作成され提供されるのかと，②企業利益は最終的に誰に帰属

するのかという視点から説明しなさい。

⑵　企業会計基準第 22号「連結財務諸表に関する会計基準」は，親会社説の考え方に依拠している。

それが合理的であると考えられる理由について説明しなさい。ただし，早期適用が認められてい

る平成 25 年改正の企業会計基準第 22 号の考え方は考慮に入れないこととする。

⑶　企業会計基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」では，国際的な会計基準とのコンバー

ジェンスを考慮して，親会社説による考え方と整合的な部分時価評価法が削除されている。部分

時価評価法が親会社説と整合的とされる理由を説明しなさい。

下線部イに関連して，以下の問に答えなさい。

概念フレームワークに基づいた会計基準の形成と企業会計原則の形成の相違点について説明

しなさい。そこでは，（　Ａ　）と（　Ｂ　）に適切な用語をあて，これらの用語を使うこと。

問 1

問 2
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下線部ウに関連して，以下の問に答えなさい。

⑴　大規模な修繕を要する支出を行う場合，固定資産の取得原価に加算した上で，次回の修繕まで

の期間に渡って減価償却を行うことがある。この理論的な根拠を説明しなさい。

⑵　無償保証期間を過ぎた販売後の製品等について，顧客との間で製品の販売時に別途有償の保証

契約を締結して，当該契約の履行に要する支出に備えて，製品保証引当金を計上することは認め

られていない。その理由を説明しなさい。

下線部エに関連して，以下の問に答えなさい。

⑴　取得原価基準における未償却原価と回収可能原価の関係を説明しなさい。

⑵　棚卸資産の評価に関して，収益性が低下した場合における簿価切下げが行われる合理的な根拠

を説明しなさい。

下線部オに関連して，〔資料Ⅰ〕あるいは〔資料Ⅱ〕にしたがい，以下の問に答えなさい。

⑴　〔資料Ⅰ〕の「包括利益と純利益の関係」のＡ～Ｅの記号を用いて，包括利益を示しなさい。

⑵　〔資料Ⅱ〕の当期純利益に関連する「資産及び負債の増減表」を完成させ，①～④の金額を答えな

さい。

⑶　〔資料Ⅱ〕の「資産及び負債の増減表」における現金及び現金同等物の金額（①）が，貸借対照表の

現金及び現金同等物の期間変動額と一致しない理由を述べ，次に，それに関連する勘定科目を以

下から選択して，最後に，これらの金額を一致させる解答用紙の計算式を完成させなさい。

有形固定資産，長期借入金，売掛金，配当金，法人税等，短期貸付金，買掛金，商品，資本金

下線部カに関連して，〔資料Ⅲ〕あるいは〔資料Ⅳ〕にしたがい，以下の問に答えなさい。

⑴　退職給付債務の概念として，①確定給付債務，②累積給付債務および③予測給付債務があり，

我が国では，③を採用している。〔資料Ⅲ〕の甲社での退職給付規程の改訂時における③と②の退

職給付見込額の差額として最も適切なものを図のＡ～Ｅの中から選びなさい。

⑵　〔資料Ⅳ〕にある乙社の「退職給付費用と退職給付引当金の勘定分析」を完成させ，A～Dについ

ては金額を，Eについてはその内容と金額を答えなさい。
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